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国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学事業報告書 

 

「Ⅰ はじめに」 

 

本学は、学部をもたない大学院大学として、情報科学、バイオサイエンス、物質創成

科学とこれらの融合分野の教育研究に取り組むほか、研究成果を社会の発展や文化の創

造に資するため、学外との密接な連携・協力を推進している。 

 本学を含め国立大学法人をとりまく経営環境は、極めて厳しいものになっている。国

立大学法人の財政的基盤である運営費交付金は年々削減されるとともに、少子化の影響

や理科離れなど複合的な要因による大学院への志願者の減少傾向が全国的に見られる。

 また、平成２５年に策定された「国立大学改革プラン」において、第３期中期目標期

間に向け、平成２５年度～平成２７年度を改革加速期間と設定し、「ミッションの再定

義」を通じた強みや特色、社会的役割の明確化、グローバル化、イノベーション創出、

人材養成機能の強化等の観点を中心として、更なる機能強化に取り組むこととしている。

このような状況の中、本学は、教育力・研究力の強化を掲げ、学長のリーダーシップに

よる機動的かつ戦略的な大学経営・運営体制のもとで、中期目標・計画の達成に向けて、

各種事業をおおむね順調に実施することができた。 

 教育面では、文部科学省「国費留学生の優先配置を行う特別プログラム」、「スーパ

ーグローバル大学創成支援事業」等を活用し、大学院教育の実質化及び国際化を推進し

た。研究面では、国際学会や科学雑誌において積極的に研究成果を発表するとともに、

文部科学省「研究大学強化促進事業」等により、国際的に卓越した教育研究拠点形成に

取り組んだ。また、受託研究（５２件、約６４２百万円）、共同研究（１４０件、約２

４４百万円）の受入れを行い、産官学連携による研究を推進して研究対象の拡充と質の

向上を図るとともに、諸競争的資金を活用し、特任教員、ポスドク研究員を雇用した。

産学連携面では、「課題創出連携研究事業」により、社会的な課題の発掘段階から民間

機関等と連携し、課題解決に向けた研究活動を実施するとともに、ライセンス契約等も

積極的に展開した。 

 

 

「Ⅱ 基本情報」 

１．目標 

 

 ○使命 

・国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学は、世界に認知された教育研究拠点として、

世界に開かれた教育研究環境の下で、次代に貢献する最先端の科学技術研究を推進す

るとともに、その成果に基づく高度な教育により人材を養成し、もって科学技術の進

歩と持続的で健全な社会の形成に貢献することを使命とする。そのため、学部を持た

ない大学院大学に要請されている、従来の教育研究の枠組みにとらわれない機動的な

教育研究活動を展開する。  
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○基本的目標 

・その使命を果たすため、本学の基本的な目標を以下のように定める。 

 １．基盤的かつ社会との関わりの深い学問領域「情報科学」、「バイオサイエンス」

   及び「物質創成科学」の深化・拡大を図るとともに、３研究科の連携の下、次代

   を先取りする学際・融合領域を新たに開拓し、世界をリードする研究活動を展開

   する。 

 ２．持続的で健全な社会の形成のために要請される課題に積極的に取り組み、次代の

社会を創造する研究成果を創出する。 

 ３．日本全国からの多様な学生に加えて、世界から積極的に学生を受入れ、最先端 

   の研究成果を取り入れた教育プログラムと世界水準の研究活動を通じて、科学技

   術の高度化と活用のために国際社会で活躍する人材を養成する。 

 ４．研究成果を世界に発信することにより、知の創造に貢献するとともに、研究成果

   の社会的展開により、イノベーションの創出を図り、持続的で健全な社会の形成

   に資する。 

 ５．学長のリーダーシップのもと、構成員が本学の使命・目標を共有し、戦略的な大

   学経営・運営を行う。 

 
 

２．業務内容 

 

（１）目的 

 学部を置かない国立の大学院大学として、最先端の研究を推進するとともに、その成

果に基づく高度な教育により人材を養成し、もって科学技術の進歩と社会の発展に寄与

することを目的としている。 

 

（２）理念 

 ○先端科学技術分野に係わる高度な研究の推進 

 ○国際社会で指導的な役割を果たす研究者の養成 

  ○社会・経済を支える高度な専門性を持った人材の養成 

 ○社会の発展や文化の創造に向けた学外との密接な連携・協力の推進 

 

（３）理念の実現に向かって 

 ○研究 

  ①情報・バイオ・物質創成の学問領域に加え、融合領域への積極的な取り組みによ

り、新たな学問領域の開拓を図り、最先端の問題の探求とその解明を目指す。 

  ②社会の要請が強い課題についても積極的に取り組み、次代の社会を創造する国際

的水準の研究成果の創出を図る。 

 

 ○教育 

  ①体系的な授業カリキュラムと研究活動を通じて、科学技術に高い志をもって挑戦

する人材、および社会において指導的な立場に立てる人材を養成する。 

  ②そのためには、研究者、技術者である前に、人間として備えておくべき倫理観は
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もとより、広い視野、理論的な思考力、積極的な行動力、総合的な判断力、さら

には豊かな言語表現能力を備えた学生の教育を実施する。 

 

 ○社会との連携・協力 

  ①大学の研究成果を社会全体に還元する有効なシステムである産学官連携の一層の

推進・拡大を通じて、大学と産業界等とが相互に刺激し合うことにより研究の活

性化・高度化を図る。 

  ②研究成果を人類の知的財産として蓄積するとともに、その活用を通じて新産業を

創出することにより、地域社会のみならずわが国の経済発展に貢献する。 

 

 

３．沿革 

 

 平成 ３年１０月 奈良先端科学技術大学院大学設置 

附属図書館（電子図書館）及び情報科学研究科 設置 

 平成 ４年 ４月 バイオサイエンス研究科及び情報科学センター 設置 

 平成 ５年 ４月 情報科学研究科 博士前期（修士）課程学生受入れ 

遺伝子教育研究センター 設置 

 平成 ６年 ４月 バイオサイエンス研究科 博士前期（修士）課程学生受入れ 

          ６月 先端科学技術研究調査センター 設置 

 平成 ７年 ４月 情報科学研究科 博士後期（博士）課程学生受入れ 

保健管理センター 設置 

 平成 ８年 ４月 バイオサイエンス研究科 博士後期（博士）課程学生受入れ 

附属図書館開館 

       ５月 物質創成科学研究科 設置 

 平成１０年 ４月 物質創成科学研究科 博士前期（修士）課程学生受入れ 

物質科学教育研究センター 設置 

 平成１２年 ４月 物質創成科学研究科 博士後期（博士）課程学生受入れ 

 平成１４年 ４月 情報科学研究科 情報生命科学専攻 設置・学生受入れ 

 平成１６年 ４月 国立大学法人 奈良先端科学技術大学院大学 設立 

 平成２２年 ７月 附属図書館と情報科学センターを統合し、総合情報基盤センターを

設置 

       ８月 先端科学技術研究調査センターを改組し、先端科学技術研究推進セ

ンターを設置 

 平成２３年 ４月 情報科学研究科情報科学専攻 設置・学生受入れ 

          バイオサイエンス研究科バイオサイエンス専攻 設置・学生受入れ

 平成２３年１０月 創立２０周年記念式典・講演会 挙行 
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４．設立に係る根拠法 

 

 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号） 

 

 

５．主務大臣（主務省所管課） 

 

 文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 

 
 

６．組織図（平成２７年３月３１日現在） 

 

７．所在地 

 

 （１）本部                    奈良県生駒市 

 （２）東京リエゾンオフィス(NAIST東京事務所)  東京都港区 

 （３）東大阪リエゾンオフィス(NAIST東大阪事務所) 大阪府東大阪市 
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８．資本金の額 

 

   １８，８１４，４３３，１６３円（全額 政府出資） 

 

 

９．在籍する学生の数（平成２６年５月１日現在） 

 

総学生数  １，０１９人 

  博士（前期）課程   ７２９人 

  博士（後期）課程   ２９０人 

 

 

１０．役員の状況（平成２７年３月３１日現在） 

役職 氏名 任期 経歴 

 

学長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小笠原 直毅

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成25年4月1日～

平成29年3月31日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 5年 4月 

 

平成13年 5月 

 

平成14年 4月 

平成16年 4月 

平成17年 4月 

 

平成19年 4月 

 

平成21年 4月 

 

平成22年 8月 

 

平成23年 4月 

 

平成25年 4月 

 

奈良先端科学技術大学院大学バイオサイ

エンス研究科教授 

同バイオサイエンス研究科長 

(平成14年3月まで) 

同情報科学研究科教授 

同学長補佐(平成17年3月まで) 

同バイオサイエンス研究科長 

(平成19年3月まで)  

同理事（兼副学長） 

(平成21年3月まで)  

同先端科学技術研究調査センター長 

(平成22年7月まで)  

同先端科学技術研究推進センター長 

(平成25年3月まで)  

同バイオサイエンス研究科教授（平成25

年3月まで） 

同学長 

 

 

理事・ 

副学長 

（教育、 

国際連携、

人権問題・

ハラスメン

 

片岡 幹雄

 

 

 

 

 

 

平成25年4月1日～

平成27年3月31日

 

 

 

 

 

平成10年 4月 

 

平成10年 4月 

 

 

平成14年 4月 

 

奈良先端科学技術大学院大学物質創成科

学研究科教授（平成27年3月まで） 

高エネルギー加速器研究機構物質構造科

学研究所客員教授 

(平成14年3月まで)  

同物質創成科学研究科長 
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ト担当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成23年 4月 

平成25年 4月 

(平成19年3月まで) 

同副学長（平成25年3月まで） 

同理事（兼副学長） 

 

 

理事・ 

副学長 

（研究、  

中期目標・

中期計画、

大学評価、

産官学連

携、学術情

報、情報シ

ステム、広

報、地域連

携、環境安

全衛生管理

担当）  

 

 

 

横矢 直和

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成25年4月1日～

平成27年3月31日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和61年10月 

 

平成 5年 4月 

 

平成 6年 9月 

平成10年 4月 

 

平成16年 4月 

 

平成19年 4月 

 

平成19年 4月 

 

平成19年 4月 

 

平成25年 4月 

 

カナダ・マッギル大学知能機械研究セン

ター客員教授（昭和62年9月まで） 

奈良先端科学技術大学院大学情報科学セ

ンター教授 

同情報科学研究科教授 

同情報科学センター長 

（平成14年3月まで） 

同情報科学研究科副研究科長（兼情報科

学センター長）（平成19年3月まで） 

同情報科学研究科長 

（平成21年3月まで） 

大阪大学大学院情報科学研究科招へい教

授（平成23年3月まで） 

京都大学大学院情報学研究科連携教授（

平成23年3月まで） 

同理事（兼副学長） 

 

 

理事・ 

事務局長 

（財務、教 

職員の人事 

労務、施設、

事務総括、

男女共同参

画、危機管

理担当） 

 

 

髙比良 幸藏

 

 

 

 

 

 

 

 

平成25年4月1日～

平成27年3月31日

 

 

 

 

 

 

 

平成19年 4月 

 

平成21年 4月 

 

平成22年 7月 

 

平成24年 4月 

 

 

 

文部科学省科学技術・学術政策局基盤政

策課人材政策企画官 

文化庁文化財部美術学芸課美術館・歴史

博物館室長 

文化庁長官官房政策課独立行政法人支援

室長 

奈良先端科学技術大学院大学理事（兼事

務局長） 

 

 

理事 

（非常勤） 

（学長から 

の特命事項

（将来構想

）担当） 

 

 

太田 賢司

 

 

 

 

 

 

 

平成25年4月1日～

平成27年3月31日

 

 

 

 

 

 

平成13年 6月 

平成15年 5月 

平成17年 5月 

平成20年 6月 

平成21年 3月 

 

平成22年 9月 

 

シャープ株式会社取締役技術本部長 

同常務取締役技術本部長 

同代表取締役専務取締役技術統轄 

同取締役兼専務執行役員技術担当 

同取締役兼専務執行役員技術担当兼知的

財産権本部長 

同取締役兼専務執行役員東京支社長 
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平成23年 4月 

 

平成24年 6月 

平成25年 4月 

 

同代表取締役兼副社長執行役員技術担当

兼東京支社長 

同フェロー 

奈良先端科学技術大学院大学理事 

 

 

監事 

（非常勤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二宮 清 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26年4月1日～

平成28年3月31日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 6年 7月 

平成 8年 6月 

平成12年 6月 

 

平成18年 6月 

平成21年 6月 

平成21年 7月 

 

平成23年 4月 

 

ダイキン工業株式会社電子技術研究所長

同取締役 技術企画部長 

同常務取締役（電子システム事業、半導

体機器、IT推進担当） 

同顧問 

同嘱託 

財団法人関西文化学術研究都市推進機構

理事・プロジェクト長 

奈良先端科学技術大学院大学監事 

 

 

監事 

（非常勤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野口 哲子

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26年4月1日～

平成28年3月31日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 3年 4月 

平成16年 4月 

 

平成19年 4月 

 

平成20年 4月 

 

平成21年 4月 

 

平成23年 4月 

平成24年 4月 

平成26年 4月 

 

 

奈良女子大学理学部教授 

同附属小学校長 

（平成18年3月まで） 

同附属学校部長 

（平成20年3月まで） 

同理学部長 

（平成21年3月まで） 

同理事（教育学生支援担当）・副学長（

平成23年3月まで） 

同理学部教授 

同研究院教授 

奈良先端科学技術大学院大学監事 

 

１１．教職員の状況（平成２６年５月１日現在） 

 

教員  ６１２人（うち常勤 １９０人、非常勤 ４２２人） 

 職員   ２６９人（うち常勤 １５４人、非常勤 １１５人） 

（常勤教職員の状況） 

 常勤教職員は、前年度比で３人（０．８７％）増加しており、平均年齢は４０．８歳

（前年度４０．８歳）となっています。  

  このうち、国からの出向者は５人、地方公共団体からの出向者は０人、民間からの出

向者は０人です。 
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「Ⅲ 財務諸表の要約」 

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 

１．貸借対照表（詳細についてはhttp://www.naist.jp/corporate/index_j.htmlを参照） 

 
                                     （単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 
固定資産 
 有形固定資産 
  土地 
   減損損失累計額 
  建物 
   減価償却累計額等 
  構築物 
   減価償却累計額等 
  工具器具備品 
   減価償却累計額 
  その他の有形固定資産          
その他の固定資産 

 
流動資産 
 現金及び預金 
 その他の流動資産 

 

27,481
27,211
9,656
△65

21,406
△9,041

992
△554

13,653
△9,457

621
270

2,085
1,975
110

固定負債 
 資産見返負債 
 長期借入金 
 その他の固定負債 
流動負債 
 運営費交付金債務 
 その他の流動負債 

6,759
2,872
2,714
1,172
3,475
629

2,846

負債合計 10,234

純資産の部  

資本金 
 政府出資金 
資本剰余金 
利益剰余金 

18,814
18,814

164
352

純資産合計 19,332

資産合計 29,567 負債純資産合計 29,567

 

２．損益計算書（詳細についてはhttp://www.naist.jp/corporate/index_j.htmlを参照） 

 
                           （単位：百万円） 

 金額 

経常費用（A） 8,166 

 業務費 
  教育経費 
  研究経費 
  教育研究支援経費 
  人件費 
  その他 
 一般管理費 
 財務費用 
 雑損 

7,761 
520 

1,442 
1,432 
3,562 
804 
264 
81 
58 

経常収益(B) 8,169 

 運営費交付金収益 
 学生納付金収益 
 その他の収益 

5,030 
636 

2,502 

臨時損益(C) 0 

目的積立金取崩額(D) 10 

当期総利益（B-A+C+D） 13 
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３．キャッシュ・フロー計算書 

      （詳細についてはhttp://www.naist.jp/corporate/index_j.htmlを参照） 

   
 
 
                              （単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 2,041 

  人件費支出 
 その他の業務支出 
 運営費交付金収入 
 学生納付金収入 

その他の業務収入 

△3,824 
△2,480 

6,020 
548 

1,776 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △1,081 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △1,451 

Ⅳ資金減少額（D=A+B+C） △491 

Ⅴ資金期首残高(E) 1,867 

Ⅵ資金期末残高（F=E+D） 1,375 
 
 
４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

     （詳細についてはhttp://www.naist.jp/corporate/index_j.htmlを参照） 

 
                                                       （単位：百万円） 

  金額 

Ⅰ業務費用 6,147 

 損益計算書上の費用 

 （控除）自己収入等 

8,166 

△2,018 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 
Ⅱ 損益外減価償却相当額 
Ⅲ 損益外減損損失相当額 
Ⅳ 損益外除売却差額相当額 
Ⅴ 引当外賞与増加見積額 
Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 
Ⅶ 機会費用 

 
838 
65 
0 

11 
49 
69 

Ⅷ 国立大学法人等業務実施コスト 7,181 

 

５．財務情報 

（１）財務諸表に記載された事項の概要 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

平成２６年度末現在の資産合計は、前年度比１,６８６百万円（５.３％）（以

下、特に断らない限り前年度比・合計）減の２９,５６７百万円となっている。 
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主な増加要因としては、建物及び附属設備の取得額がその減価償却額を上回っ

たことにより、建物及び附属設備が２０９百万円（１.７％）増の１２，３６４百

万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、未払金が減少したことにより、現金及び預金が８９１

百万円（３１.０％）減の１，９７５百万円となったこと、及び工具、器具及び備

品の取得額がその減価償却額及び除却額による資産のマイナス額を下回ったこと

により、工具、器具及び備品が６６６百万円（１３.７％）減の４，１９６百万円

となったことが挙げられる。 

 

 

（負債合計） 

平成２６年度末現在の負債合計は、１,９３１百万円(１５.８％)減の１０,２３

４百万円となっている。 

主な増加要因としては、運営費交付金債務のうち、業務達成基準及び費用進行

基準を適用する事業の繰越額が増加したことにより、運営費交付金債務が１８２

百万円（４０.８％）増の６２９百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、施設費等の未払金が減少したことにより、未払金が１,

０２８百万円（４２.０％）減の１,４１５百万円となったこと、及び平成１７年

度に実施した大学用地一括購入のための借入金の返済により、長期借入金が５４

２百万円（１６.６％）減の２,７１４百万円となったことが挙げられる。 

 

（純資産合計） 

平成２６年度末現在の純資産合計は、２４４百万円 （１.２％）増の１９，３

３２百万円となっている。 

主な増加要因としては、大学用地購入に係る借入金の返済、及び施設費等を財

源とした資産の取得の増加により、資本剰余金が１，０８９百万円（１０.７％）

増の１１,１９４百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、損益外の資産に係る減価償却額相当として計上される

損益外減価償却累計額(－)が６６９百万円（６.５％）増の△１０,９２６百万円

となったことが挙げられる。 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

平成２６年度の経常費用は、１４６百万円（１.７％）減の８,１６６百万円と

なっている。 

主な増加要因としては、教員及び職員の雇用者数が増加したこと、並びに国家

公務員給与特例法対応の終了により、人件費が２７２百万円（８.２％）増の３,

５６２百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、受託研究の受入額が減少したことにより、受託研究費

が３５９百万円（３１.６％）減の７７５百万円となったことが挙げられる。 
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（経常収益） 

平成２６年度の経常収益は２４１百万円（２.８％）減の８,１６９百万円とな

っている。 

主な増加要因としては、運営費交付金の費用執行額が増加したことにより、運

営費交付金収益が１１７百万円（２．３％）増の５,０３０百万円になったこと、

及び補助金の交付額が増加したことにより、補助金等収益が１４２百万円（５２．

８％）増の４１２百万円になったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、受託研究の受入額が減少したことにより、受託研究等

収益が３５３百万円（３１.０％）減の７８５百万円となったことが挙げられる。 

 

（当期総損益） 

上記経常損益の状況、及び目的積立金を使用したことによる目的積立金取崩額

１０百万円を計上した結果、平成２６年度の当期総損益は１１７百万円（８９.６

％）減の１３百万円となっている。 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

 平成２６年度の業務活動によるキャッシュ・フローは３５２百万円（１４.７％）

減の２，０４１百万円となっている。 

 主な増加要因としては、運営費交付金収入が６６百万円（１．１％）増の６，

０２０百万円となったこと、及び補助金等収入が１１５百万円（３３．１％）増

の４６４百万円となったことが挙げられる。 

 主な減少要因としては、受託研究等収入が２７９百万円（２５．４％）減の８

１８百万円となったこと、及び受託事業等収入が２３百万円（４５．２％）減の

２７百万円となったことが挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２６年度の投資活動によるキャッシュ・フローは１，１０５百万円減の△

１，０８１百万円となっている。 

 主な増加要因としては、定期預金の払戻による収入が９５０百万円（２７．５

％）増の４，４００百万円となったことが挙げられる。 

 主な減少要因としては、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が６

７５百万円（５６．３％）増の△１，８７５百万円となったことが挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 平成２６年度の財務活動によるキャッシュ・フローは８１百万円（５．３％）

増の△１，４５１百万円となっている。 

 主な増加要因としては、リース債務の返済による支出が７４百万円（８．３％）

減の△８１７百万円となったことが挙げられる。 
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エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

（国立大学法人等業務実施コスト） 

平成２６年度の国立大学法人等業務実施コストは、３９１百万円（５.７％）増

の７,１８１百万円となっている。 

主な増加要因としては、受託研究費等の受入額が減少したことにより、（控除）

自己収入等が４３８百万円（１７.８％）減の△２,０１８百万円となったこと、

及び減損処理が発生したことにより損益外減損損失相当額が６５百万円増の６５

百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、業務費等の減少により、損益計算上の費用が１４６百

万円（１.７％）減の８,１６６百万円となったこと、及び機会費用の算定に係る

利回りが下がったことによる政府出資の機会費用が３８百万円（３５.８％）減の

６９百万円となったことが挙げられる。 

 

       (表) 主要財務データの経年表                   （単位：百万円） 

区分 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産合計  32,350  30,755 29,721 31,254 29,567  

負債合計  13,880  12,479 11,540 12,166 10,234 (注1) 

純資産合計  18,469  18,276 18,180 19,088 19,332  

経常費用   8,850   8,964 8,518 8,313 8,166  

経常収益   8,957   8,992 8,601 8,410 8,169  

当期総損益     128     39 82 130 13 (注2) 

業務活動によるキャッシュ・フロー   3,100   2,202 2,180 2,393 2,041 (注3) 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,759 △1,243 △1,471 23 △1,081 (注4) 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,589 △1,580 △1,556 △1,532 △1,451  

資金期末残高   2,452   1,830 982 1,867 1,375 (注5) 

国立大学法人等業務実施コスト   7,666   7,574 7,163 6,790 7,181  

（内訳）   

 業務費用   6,404   6,424 6,150 5,856 6,147  

  うち損益計算書上の費用   8,859   8,981 8,519 8,313 8,166  

  うち自己収入 △2,454 △2,557 △2,368 △2,457 △2,018 (注6) 

 損益外減価償却相当額     907     786 765 757 838 (注7) 

 損益外減損損失相当額      －      － 37 － 65 (注8) 

 損益外除売却差額相当額      0      0 0 0 0  

 引当外賞与増加見積額   △11   △0 △23 16 11 (注9) 

 引当外退職給付増加見積額      14      98 142 52 49  

 機会費用     351     265 91 107 69 (注10) 

（注１）施設費等の未払金が減少したことにより減少している。 
（注２）経常費用の減少以上に経常収益が減少したことにより減少している。 
（注３）受託研究費等収入の減少によりキャッシュフローが減少している。 
（注４）有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出の増加によりキャッシュフローが 

減少している。 
（注５）収入額以上に支出額が多額であったことによりキャッシュフローが減少している。 
（注６）受託研究費等の受入額が減少したことにより自己収入が減少している。 
（注７）損益外資産が増加したことにより増加している。 
（注８）減損処理が発生したことにより増加している。 
（注９）見積額算定の対象となる教職員の人数が増加したことにより増加している。 
（注１０）政府出資の機会費用の算定に係る利回りが減少したことにより減少している。 
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② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

ア．業務損益 

奈良先端科学技術大学院大学の業務損益は２百万円と、前年度比９４百万円（９

７.１％）減となっている。 

主な増加要因としては、運営費交付金の費用執行額が増加したことにより、運営

費交付金収益が１１７百万円（２．３％）増の５,０３０百万円になったこと、及

び補助金の交付額が増加したことにより、補助金等収益が１４２百万円（５２．８

％）増の４１２百万円になったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、教員及び職員の雇用者数が増加したこと、並びに国家公

務員給与特例法対応の終了により、人件費が２７２百万円（８.２％）増の３,５６

２百万円となったこと、及び受託研究の受入額が減少したことにより、受託研究等

収益が３５３百万円（３１.０％）減の７８５百万円となったことが挙げられる。 

 

       (表) 業務損益の経年表                (単位：百万円) 

区分 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度  
 
 (注1) 
 

奈良先端科学技

術大学院大学 106 28 82 97 2 

合計 106 28 82 97 2 

(注１)経常費用の減少以上に経常収益が減少したことにより減少している。 

 

イ．帰属資産 

奈良先端科学技術大学院大学の総資産は２９,５６７百万円と、前年度比１,６８

６百万円（５.３％）減となっている。 

主な増加要因としては、建物及び附属設備の取得額がその減価償却額を上回っ

たことにより、建物及び附属設備が２０９百万円（１.７％）増の１２，３６４百

万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、未払金が減少したことにより、現金及び預金が８９１

百万円（３１.０％）減の１，９７５百万円となったこと、及び工具、器具及び備

品の取得額がその減価償却額及び除却額による資産のマイナス額を下回ったこと

により、工具、器具及び備品が６６６百万円（１３.７％）減の４，１９６百万円

となったことが挙げられる。 

 

       (表) 帰属資産の経年表                   (単位：百万円) 

区分 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 
奈良先端科学技

術大学院大学 32,350 30,755 29,721 31,254 29,567 

合計 32,350 30,755 29,721 31,254 29,567 
 

 

③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

当期総利益１３百万円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の

質の向上及び組織運営の改善に充てるため、１３百万円を目的積立金として申請して

いる。 
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平成２６年度においては、教育研究の質の向上及び組織運営改善積立金の目的に充

てるため、１２３百万円を使用した。 

 

（２）重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

ライフライン再生非常用自家発電設備（取得原価 547 百万円） 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

該当無し 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

該当無し 

④ 当事業年度において担保に供した施設等 

該当無し 

 

（３）予算及び決算の概要 

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示して

いるものである。 

  （単位：百万円）  

区分 
22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入 9,245 9,982 9,460 9,632 9,118 9,122 9,937 10,110 9,188 9,136  

 運営費交付金収入 6,331 6,330 6,336 6,384 6,540 6,380 6,077 6,069 6,368 6,160  

 補助金等収入 366 939 482 643 110 306 26 318 116 448 （注1） 

 学生納付金収入 667 642 657 628 653 603 648 575 623 554 （注2） 

 その他収入 1,881 2,070 1,985 1,976 1,815 1,832 3,186 3,148 2,079 1,973  

支出 9,245 9,670 9,460 9,143 9,118 8,833 9,937 9,522 9,188 8,696  

 教育研究経費 6,557 6,572 6,635 6,302 6,713 6,272 6,289 5,733 6,537 6,011  

 その他支出 2,688 3,098 2,825 2,841 2,405 2,560 3,648 3,789 2,650 2,684  

収入－支出 － 312 － 489 － 289 － 588 － 440 － 

（注１）補助金等収入については、予算段階では予定していなかった交付を受けたことにより、予算金額

に比して決算金額が３３１百万円多額となっている。 

（注２）学生納付金収入については、主として学生数の減少及び国費留学生の増加等が要因となり、予算

金額に比して決算金額が６８百万円少額となっている。 

 

「Ⅳ 事業に関する説明」 

 

（１）財源構造の概略等 

当法人の経常収益は８,１６９百万円で、その内訳は、運営費交付金収益５,０３０百

万円（６１.５％（対経常収益比、以下同じ。））、受託研究等収益７８５百万円（９.

６％）、授業料収益５０１百万円（６．１％）、補助金等収益４１２百万円（５.０％）

、その他収益１,４３８百万円（１７.６％）となっている。 

 

（２）財務情報及び業務の実績に基づく説明 

学内において、セグメント区分は行っておらず、大学全体を一つのセグメントと

して事業を展開している。 
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 平成２６年度においては、年度計画において定めた教育研究の質の向上に向け、

教育・研究・産官学連携等に関する事業を以下のとおり行った。 

 

・留学生特別推薦選抜制度により、学術交流協定を締結している海外の大学から優秀な

外国人留学生を受け入れた。また、文部科学省の「国費外国人留学生の優先配置を行う

特別プログラム」により、情報科学研究科、バイオサイエンス研究科において、優秀な

国費外国人留学生を受け入れるとともに、新たに物質創成科学研究科の「最先端物質科

学の実践教育に基づくグローバル人材育成プログラム」が同プログラムに採択され、優

秀な外国人留学生の受入れが更に加速されることとなった。  

 

・日本人学生の世界を視野に入れた能力を育成するために、運営費交付金特別経費

「国際共同研究と連動したバイオ・ナノ・ＩＴ分野大学院教育の国際展開イニシア

ティブ事業」、日本学術振興会「頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣プ

ログラム」等により、学生を積極的に海外に派遣した。  

 

・文部科学省「研究大学強化促進事業」における研究力強化施策として、海外連携

機関との共同研究を組織的に推進する「戦略的国際共同研究ネットワーク形成プロ

グラム」により、本学及び海外連携機関にサテライト研究室を設置した。  

 

・異分野の若手研究者が集い、新たな研究者ネットワークを形成し、分野間連携・

融合による研究を主体的に推進することを目的とした「奈良先端大未来開拓コロキ

ウム」を３件採択し、国内外の研究者を招へいした。  

 

・運営費交付金特別経費による、情報科学、バイオサイエンス、物質創成科学の各分野

が連携した研究プロジェクト「ヒューマノフィリック科学技術創出研究推進事業」を推

進するとともに、新たに、３研究科の研究分野に関連するデータを含む多元ビッグデー

タから知識を収集、融合、分析、可視化し、新たな知を創出する技術の研究開発を推進

する「多元ビッグデータ解析に基づく知の創出拠点事業」を開始した。 

 

・社会的な課題の発掘段階から民間機関等と連携し、課題解決に向けた研究活動を

展開する「課題創出連携研究事業」を推進し、新たに民間企業１社と連携研究室を

設置した。 

 

・国内外から優れた人材を確保し、本学における教育、研究及び社会との連携を推

進するため、海外の研究機関とクロス・アポイントメント協定を締結し、本学と当

該研究機関の両方の身分を有する教員を年俸制適用職員として採用した。 

 

・文部科学省「スーパーグローバル大学創成支援事業」キックオフシンポジウムを

開催し、本学の国際化において重要な海外協定校から研究者を招へいし、大学執行

部間の人的ネットワークの形成を進めた。  
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（３）課題と対処方針等 

 当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、計画的な資源配分、外部資金の獲

得並びに学生の確保に努めた。 

 

・学長のリーダーシップの下、戦略的な資源配分を実施し、機能強化に必要な重点戦略

経費２７０百万円を確保し、融合領域研究推進プロジェクトや留学生獲得プロジェクト

等に重点的な資源配分を行った。また、中期目標・中期計画の着実な達成に向けて、平

成２７年度設備マスタープランを策定し、設備整備年次計画に基づいて教育研究設備の

整備を計画した。これに従い、中長期的に最先端の教育研究に必要な環境を維持できる

よう、平成２７年度基盤的設備等整備分の概算要求を行った。 

 

・各種競争的資金、助成金等に係る公募情報のメール通知、学内専用ウェブサイトへの

最新情報の掲載、公募説明会の開催等の外部資金の獲得に向けた取り組みを組織的に進

め、科学研究費補助金約１，２０５百万円、共同研究約２４４百万円、受託研究約６４

２百万円、寄附金約１２８百万円、その他の競争的研究資金約４３９百万円を獲得する

ことができた。 

 

・本学における教育目的・目標、教育方針やアドミッションポリシーを本学のホームペ

ージ、募集要項、大学案内冊子等に掲載し、国内外に広く発信した。また、保護者向け

パンフレットにより、受験生を持つ保護者へ大学のアピールを図るとともに、海外の留

学フェアに参加し、国外の学生に対する入試広報を実施することにより学生の確保に努

め、博士前期課程の定員充足率は１０４％、博士後期課程については、９０％（平成２

６年５月１日現在）と９０％以上を確保することができ、学生納付金収入において、５

４８百万円の収入があった。  

 

 

 

 

 

「Ⅴ その他事業に関する事項」 

１．予算、収支計画及び資金計画 

（１）予算 

決算報告書参照（http://www.naist.jp/corporate/index_j.html） 

（２）収支計画 

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照（http://www.naist.jp/corporate/index_j.html） 

（３）資金計画 

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

  （http://www.naist.jp/corporate/index_j.html） 

 

２．短期借入れの概要 
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  短期借入金の限度額を１６億円としている。今年度の短期借入れの実績は無し。 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 
（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 
期交付金 

当期振替額 

期末残高
運営費交
付金収益

資産見返
運営費 
交付金 

建設仮勘定
見返運営費

交付金 

資本 
剰余金 

小計 

２２年度 0 － － － － － － 0

２３年度 10 － － － － － － 10

２４年度 34 － 0 23 － － 23 10

２５年度 401 － 61 98 － － 159 242

２６年度 － 6,020 4,962 143 6 542 5,654 366

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

 
①平成２２年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

業務達成基

準による振

替額 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
－

該当なし 

 

 

 

 

資 産 見 返 運

営費交付金 
－

資本剰余金 －

計 －

期間進行基

準による振

替額 

 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
－

該当なし 

 

 資 産 見 返 運

営費交付金 
－

資本剰余金 －

計 －

費用進行基

準による振

替額 

 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
－

該当なし 

 

 

 

 

資 産 見 返 運

営費交付金 
－

資本剰余金 －

計 －

合計 
 

－
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②平成２３年度交付分                                                          
                                                                （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

業務達成基

準による振

替額 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
－

該当なし 

 

資 産 見 返 運

営費交付金 
－

資本剰余金 －

計 －

期間進行基

準による振

替額 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
－

該当なし 

 

 

 
資 産 見 返 運

営費交付金 
－

資本剰余金 －

計 －

費用進行基

準による振

替額 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
－

該当なし 

 

 資 産 見 返 運

営費交付金 
－

資本剰余金 －

計 －

合計    －
 

 
③平成２４年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

業務達成基

準による振

替額 

 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
－

①業務達成基準を採用した事業等：教育研究等環境整備費（

施設整備枠） 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)固定資産の取得額：建物属設備 23 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 教育研究等環境整備費（施設整備枠）については、計画的

に教育研究等に係る環境整備を行う事業であり、十分な成果

を上げたと認められることから、運営費交付金債務23百万円

を収益化。 

資 産 見 返 運

営費交付金 
23

資本剰余金 －

計 23
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期間進行基

準による振

替額 

 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
－

該当なし 

 

資 産 見 返 運

営費交付金 
－

資本剰余金 －

計 －

費用進行基

準による振

替額 

 

 

 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
0

①費用進行基準を採用した事業等：平成24年度補正予算（第

一号）復興関連事業 

②当該業務に係る損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：0 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 費用進行に伴い支出した運営費交付金債務0百万円を収益

化。 

資 産 見 返 運

営費交付金 
－

資本剰余金 －

計 0

合計 
 

23
 

 
④平成２５年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

業務達成基

準による振

替額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
17

①業務達成基準を採用した事業等：教育研究等環境整備費（

施設整備枠）、入退室管理システム改修、ミレニアムホール

屋上防水改修、放射線施設モニタ利用者入力装置等の更新 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：17 

 (修繕費：6、移設撤去費：3、その他委託費・手数料：2、

その他の経費：4) 

 ｲ)固定資産の取得額：98 

 (建物及び附属設備：68、工具・器具及び備品：25、その他

の資産：4) 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 教育研究等環境整備費（施設整備枠）については、計画的

に教育研究等に係る環境整備を行う事業であり、十分な成果

を上げたと認められることから、運営費交付金債務45百万円

を収益化。 

入退室管理システム改修については、計画的に入退室管理

システムの改修を行う経費であり、十分な成果を上げたと認

められることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

ミレニアムホール屋上防水改修については、計画的にミレ

ニアムホール屋上の防水改修を行う経費であり、十分な成果

を上げたと認められることから、運営費交付金債務を全額収

益化。 

放射線施設モニタ利用者入力装置等の更新については、計

画的に放射線施設モニタ利用者入力装置等の更新を行う経費

であり、十分な成果を上げたと認められることから、運営費

交付金債務を全額収益化。 

資 産 見 返 運

営費交付金 
98

資本剰余金 －

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

116

期間進行基

準による振

運 営 費 交 付

金収益 
－

該当なし 
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替額 

 

 

 

 

 

 

資 産 見 返 運

営費交付金 
－

資本剰余金 －

計 －

費用進行基

準による振

替額 

 

 

 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
43

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当 

②当該業務に係る損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：人件費 43 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 費用進行に伴い支出した運営費交付金債務43百万円を収益

化。 

資 産 見 返 運

営費交付金 
－

資本剰余金 －

計 43

合計 
 

159
 

 
④平成２６年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

業務達成基

準による振

替額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
237

①業務達成基準を採用した事業等：ヒューマノフィリック科

学技術創出研究推進事業、植物科学グローバルトップ教育推

進プログラム、グリーンフォトニクス研究教育推進拠点整備

事業、産学連携・分野横断による実践的IT人材養成推進事業、

国際共同研究と連動したバイオ・ナノ・IT分野大学院教育の

国際展開イニシアティブ、多元ビッグデータ解析に基づく知

の創出研究拠点事業、「学長のリーダーシップの発揮」を更

に高めるための特別措置枠 

②当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：237 

 (人件費：100、消耗品費：45、外国旅費：32、その他の経

費：60) 

 ｲ)固定資産の取得額：12 

 (工具・器具及び備品：11、ソフトウェア：0) 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

ヒューマノフィリック科学技術創出研究推進事業について

は、平成30年度に終了する事業であり、十分な成果を上げた

と認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

植物科学グローバルトップ教育推進プログラムについては

、平成26年度に終了する事業であり、十分な成果を上げたと

認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

  グリーンフォトニクス研究教育推進拠点整備事業について

は、平成27年度に終了する事業であり、十分な成果を上げた

と認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

 産学連携・分野横断による実践的IT人材養成推進事業につ

いては、平成27年度に終了する事業であり、十分な成果を上

げたと認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。

国際共同研究と連動したバイオ・ナノ・IT分野大学院教育

の国際展開イニシアティブについては、平成27年度に終了す

る事業であり、十分な成果を上げたと認められることから、

資 産 見 返 運

営費交付金 
12

資本剰余金 －

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

249
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運営費交付金債務を全額収益化。 

多元ビッグデータ解析に基づく知の創出研究拠点事業につ

いては、平成31年度に終了する事業であり、十分な成果を上

げたと認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。

 「学長のリーダーシップの発揮」を更に高めるための特別

措置枠については、「学長のリーダーシップの発揮」を更に

高めるための経費であり、十分な成果を上げたと認められる

ことから、運営費交付金債務を全額収益化。 

期間進行基

準による振

替額 

 

 

 

 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
4,665

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用進

行基準を採用した業務以外の全ての業務 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：4,379 

 (人件費：3,242、その他の経費：1,137) 
 ｲ)固定資産の取得額：137 

 (工具・器具及び備品：67、建物及び附属設備：45、その他

の資産：24) 
  ｳ)ファイナンスリースに係る債務の返還額：286 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 
 学生収容定員が一定数（90％）を満たしていたため、期間

進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。 

資 産 見 返 運

営費交付金 
130

建 設 仮 勘 定

見 返 運 営 費

交付金 

6

資本剰余金 －

計 4,803

費用進行基

準による振

替額 

 

 

 

 

 

 

運 営 費 交 付

金収益 
58

①費用進行基準を採用した事業等：用地一括購入長期借入金

債務償還経費、年俸制導入促進費 

②当該業務に係る損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：58 

 (人件費：0、支払利息：58) 

 ｲ)用地一括購入長期借入金債務償還費用：542 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 費用進行に伴い支出した運営費交付金債務601百万円を収

益化。 

資 産 見 返 運

営費交付金 
－

資本剰余金 542

計 601

合計 
 

5,654
 

 
（３）運営費交付金債務残高の明細 

（単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

２２年度 
 
 
 
 
 
 
 

業 務 達 成 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

－

該当なし 

期 間 進 行 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

－

該当なし 

費 用 進 行 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

0

用地一括購入長期借入金債務償還経費 
・用地購入に係る借入金債務の償還経費の執行残であり、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定。 

計 0
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２３年度 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

業 務 達 成 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

10

教育研究基盤設備経費（設備整備枠） 
・計画的に教育研究に係る基盤設備の整備を行う経費であり、

翌事業年度以降に使用する予定。 

期 間 進 行 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

－

該当なし 
 

費 用 進 行 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

0

用地一括購入長期借入金債務償還経費 
・用地購入に係る借入金債務の償還経費の執行残であり、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定。 

計 10

２４年度 
 
 
 

 

業 務 達 成 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

10

教育研究基盤設備経費（設備整備枠） 
・計画的に教育研究に係る基盤設備の整備を行う経費であり、

翌事業年度以降に使用する予定。 

期 間 進 行 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

－

該当なし 

費 用 進 行 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

0

用地一括購入長期借入金債務償還経費 
・用地購入に係る借入金債務の償還経費の執行残であり、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定。 
平成24年度補正予算（第一号）復興関連事業 
・平成24年度補正予算（第一号）の執行残であり、翌事業年

度以降に使用する予定。 

計 10
 

２５年度 

 
 

業 務 達 成 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

204

教育研究等環境整備費（施設整備枠） 
・計画的に教育研究等に係る環境整備を行う経費であり、翌

事業年度以降に使用する予定。 
教育研究基盤設備経費（設備整備枠） 
・計画的に教育研究に係る基盤設備の整備を行う経費であり、

翌事業年度以降に使用する予定。 

期 間 進 行 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

－

該当なし 

費 用 進 行 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

37

退職手当 
・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用する予定。

用地一括購入長期借入金債務償還経費 
・用地購入に係る借入金債務の償還経費の執行残であり、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定。 

計 242
 

２６年度 

 
 

業 務 達 成 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

288

教育研究等環境整備費（施設整備枠） 
・計画的に教育研究等に係る環境整備を行う経費であり、翌

事業年度以降に使用する予定。 
教育研究基盤設備経費（設備整備枠） 
・計画的に教育研究に係る基盤設備の整備を行う経費であり、
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翌事業年度以降に使用する予定。 

植物実験温室の空調改修工事 
・計画的に植物実験温室の空調改修工事を行う経費であり、

翌事業年度以降に使用する予定。 

福利厚生施設、設備改善事業 

・計画的に福利厚生施設、設備改善を行う経費であり、翌

事業年度以降に使用する予定。 

居住環境改善事業 
・計画的に居住環境改善を行う経費であり、翌事業年度以降

に使用する予定。 

期 間 進 行 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

－

該当なし 

費 用 進 行 基

準 を 採 用 し

た 業 務 に 係

る分 

77

退職手当 
・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用する予定。

用地一括購入長期借入金債務償還経費 
・用地購入に係る借入金債務の償還経費の執行残であり、中

期目標期間終了時に国庫返納する予定。 

計 366
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（別紙） 

■財務諸表の科目 

１．貸借対照表 

有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有

形の固定資産。 

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比

して著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を

回収可能サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産：図書、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）

が該当。 

現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金

及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

その他の流動資産：未収学生納付金収入、たな卸資産等が該当。 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借

対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された

資産見返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返

負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、長期

リース債務等が該当。 

その他の固定負債：特許実施許諾料の前受額（収益化までの期間が１年を超えるもの）

が該当。 

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

その他の流動負債：特許実施許諾料の前受額（収益化までの期間が１年以内のもの）

が該当。 

政府出資金：国からの出資相当額。 

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

２．損益計算書 

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 

教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

教育研究支援経費：附属図書館等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教育及び研

究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及び教員の双方が

利用するものの運営に要する経費。 

人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用：支払利息等。 

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 
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その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。 

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）

のうち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それか

ら取り崩しを行った額。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、

人件費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金

の収支状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入

・支出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状

況を表す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・

償還及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状

況を表す。 

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の

税財源により負担すべきコスト。 

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用

から学生納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が

予定されない資産の減価償却費相当額。 

損益外減損損失相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が

予定されない資産の減損損失相当額。 

損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得

が予定されない資産の除売却差額相当額。 

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場

合の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度

における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと

認められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業

年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場

合の本来負担すべき金額等。 


